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（参考資料1）  

独立行政法人福祉医療機構貸付事業  

○貸付契約額、資金交付額及び原資  
（単位：億円）  

平成21年度予算亀   平成22年度予算案   差引増減   

貸付契約額   3，237   2，598   a639999 

うち福祉貸付   1，627   1，250   a377777 

うち医療貸付   1，610   1，348   a262222 

資金交付額   3，018   2，487   h531111 

うち福祉貸付   1，535   1，263   a272222 

うち医療貸付   1，483   1，224   a259999 

原  資   3，018   2，487   △531   

：財政融資資金   2，828   2，083   a745555 

：自 己 資 金   190   404   214   

ロ ：（うち財投機関債）   400   330   △70   

○貸付条件の改善内容   

（1）ユニット型特別養護老人ホームの建築資金及び土地取得資金の償還期聞及び据  

置期間の延長  

償還期間：20年以内→25年以内  

据置期間：2年以内→3年以内   

（2）社会福祉法人に対する貸付けの場合の保証人徴求免除  

社会福祉法人が希望する場合は、個人による保証ではなく、貸付利率に一定  

の利率を上乗せするオンコスト方式を導入する。  

（平成22年度オンコスト利率 0．05％）  

（3）都市部を中心とした地域における低所得高齢者居住対策として、見守り機能を  

備えた軽糞老人ホームの整備に対する融資  

都市部を中心とした地域における低所得高齢者居住対策として、現行の居室  

面積基準や職員配置基準等を緩和し、見守り機能を備えた軽貴老人ホームの整  

備に対する融資を行う。  

（4）整備促進特別対策事業で対象となる定期借地権の一時金に対する融資制度の創設  

都市部等での用地取得が困難な場合に、用地確保のために定期借地権を設定  

し、施設経営者が土地所有者に借地代の前払いとして一時金を支払った場合に  

要する費用について、土地取得資金の中で融資対象とする（平成23年度まで）。  
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（5）児童デイサービス事業所及び療養介護事業所に係る貸付けの相手方の拡大  

貸付の相手方に、一般社団法人及び一般財団法人を追加   

（6）共同生活介護事業所（ケアホーム）及び共同生活援助事業所（グループホーム）  

に係る貸付金の種類の拡大  

貸付金の種類に、経営資金を追加   

（7）アスベスト対策事業に係る優遇措置  

融資率の引き上げ（70％→75％、75％→80％）  

貸付利率の引き下げ（0．05％～0．4％引下げる）   

（8）融資率の見直し  

障害者関連事業の旧法定施設に係る融資率を以下のとおり引き下げを行う。  
対象施設：身体障害者更生施設、身体障害者療護施設、身体障害者授産施  

設、身体障害者小規模通所授産施設、身体障害者福祉工場、  
知的障害者更生施設、知的障害者授産施設、知的障害者通勤寮、  
知的障害者小規模通所授産施設、知的障害者福祉工場、精神障  
害者生活訓練施設、精神障害者授産施設、精神障害者福祉工場、  
精神障害者小規模適所授産施設  

融資率の引き下げ：75％→70％  
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（参考資料2）  

民間金融機関との協調融資（併せ貸し）制度の概要  

1．目的   

独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）と民間金融機関が連携して融資を行   

うことで、社会福祉法人が民間金融機関からの資金調達を円滑に行えるようにすることを   

目的としています。  

2．協調融資の定義   

協調融資とは、社会福祉法人が行う社会福祉事業施設の整備事業に対して機構が融資を  

行う場合に、機構との覚書を締結した民間金融機関（別紙参照）が当該整備事業に対して   

併せて融資を行うことをいいます。   

なお、貸付けの可否及び貸付条件については、機構と民間金融機関がそれぞれ独自の審   

査基準に基づき決定します。  

3．協調融資制度の対象となる事業   

社会福祉法人が行う、福祉貸付の対象となる整備事業を対象とします。  

4．協調融資制度利用のメリット   

①覚書を締結した民間金融機関においては、社会福祉法人からの融資相談に対して積極的  

に対応していただけます。  

②整備する建物や敷地等の基本財産を民間金融機関に担保に供する場合において、所轄庁  

の承認が不要となります。  

5．手続きの流れ  

法人（借入申込者）  

②連絡様式の提出  

民間金融機関  

（覚書締結済み）  

福祉医療機構   ④資料の提供等  

貸付けに関する情報交換  

※1機構と民間金融機関が、『社会福祉事業施設に対する貸付けに係る覚書』を締結しているこ  

とが前提となります。  

※2 審査の結果、機構又は民間金融機関からの貸付けが受けられない場合があります。  

※3 機構と民間金融機関が相互に情報交換をするため、事前に法人から承諾書をいただくことと  

なります。  
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県別 協調融資覚書締結金融機関一覧  

平成22年2月15日現在  

金 融 機 関 名   

都 銀  三菱乗京UFJ銀行  ≡井住友銀行  みずほ銀行  りそな銀行  埼玉りそな銀行  

北海道銀行   北洋銀行  空知信用金庫  北海信用金庫  旭川信用金庫  札幌信用金庫  稚内信用金庫  室蘭信用金Ⅰ事  

北海道                   帯広信用金庫  北門信用金庫  

青 森  みちの＜銀行  青森銀行  

岩 手  岩手銀行   東北銀行   北日本壷艮行  北上信用金庫  花巻農業協同組合  花巻信用金庫  一関信用金庫  

宮 城  ■七十七銀行   仙台銀行  石巻信用金庫  杜の都信用金庫  仙南信用金庫  

秋 田  秋B銀行   北都銀行  

山 形  荘内銀行   山形銀行  きらやか銀行  鶴岡信用金庫  山形信用金庫  

福島銀行   大東銀行  ’福島信用金庫  二本松信用金庫  須賀川信用金庫  伊達みらいよ業協句組合  ひまわり借用金虔  

福 島  東邦銀行                 会津信用金庫  
茨 城  常陽銀行  茨城県信用組合  関東つ＜ば銀行  土浦農業協周組合  水戸信用金庫  結城信用金庫  

栃 木  栃木銀行   足利銀行  佐野信用金庫  足利小山信用金庫  

群 馬  群馬銀行   東和銀行  館林信用金庫  しののめ信用金庫  高崎信用金庫  利根郡信用金庫  アイオー信用金庫  桐生信用金庫   

埼 玉  埼玉素案信用金庫  飯能信用金庫  武蔵野銀行  青木信用金庫  東京乗信用金庫  

干 葉  千葉興業銀行  京葉銀行   千葉銀行  房総信用組合  君津信用組合  千葉信用金庫  

東京都民銀行  東京厚生信用組合  東日本銀行  西武信用金庫  八千代銀行  ≡蓋乗京UFJ信託鋸行  東京スター銀行  多摩信用金庫  
棄 京  

青梅信用金庫  西京信用金庫  青和信用組合  亀有信用金庫  

神奈川  横浜銀行  湘南信用金庫  さがみ信用金庫  横浜信用金庫  さがみ毒業協同組合  川崎信用金庫  平塚信用金庫  三浦藤沢信用金庫   

新 潟  北越銀行   第四銀行   大光銀行  ≡条信用金庫  新潟鯨信用組合  協業信用組合  加茂信用金庫  新潟信用金庫   

富 山  北陸銀行  冨山第一銀行  富山県信用組合  富山銀行  富山信用金庫  高岡信用金庫  

石 川  金沢信用金庫  北陸銀行  のと共栄借用金庫  興能信用金庫  

福 井  福井銀行   福邦銀行  福井信用金庫  福井市南苦l■業協l司組合  

山 梨  山梨中央銀行  山梨信用金庫  山禦■色用■攣i声疇lさ暮合金  

長 野  ハ十二額行   長野銀行  長野信用金庫  飯田信用金庫  

岐 阜  大垣共立銀行  十六銀行  岐阜信用金庫  西濃信用金庫  棄濃信用金庫  

静岡銀行   清水銀行  静岡中央銀行  しずおか借用金虔  掛川信用金庫  磐田信用金庫  遠州信用金庫  島田信用金庫  

静 岡                   浜松信用金庫  富士宮信用金庫  三島信用金庫  沼津信用金庫  スルガ銀行  焼津信用金庫  静着信用金庫  静岡県医帥信用組合   

岡崎信用金庫  蒲郡信用金庫  愛知信用金庫  碧海信用金庫  豊橋信用金庫  豊田信用金庫  愛知銀行  西尾信用金庫  

愛．知                   中京銀行  いらい信用金庫  名古屋壷艮行  海部乗農業協同組合  乗書信用金庫  知多信用金庫  
三 重  三重銀行   百五銀行   第≡銀行  三重信用金庫  

滋 賀  滋賀銀行   ぴわこ銀行  長浜信用金庫  湖東信用金庫  滋賀中央信用金庫  

京 都  京都銀行  京都信用金庫  京都北都信用金庫  京都中央信用金庫  ，＝ －＝≡  ・丁 ≡こ  こ ‥  

大 阪  近畿大阪銀行  大阪市信用金庫  泉州銀行  近畿労働金庫  大阪信用金庫  摂津水都債用金庫  

中兵庫信用金庫  但馬銀行   みなと銀行  播州信用金庫  西兵庫信用金庫  姫路信用金庫  但馬信用金庫  神戸信用金庫  
兵 庫                   兵庫県信用組合  兵庫六甲よ業協同組合  但陽信用金庫  

奈 良  南都銀行  大和信用金庫  奈良中央借用金庫  奈良信用金庫  

和歌山  紀陽銀行  きの＜に信用金庫  

鳥 取  鳥取銀行  米子信用金庫  

島 根  山陰合l司銀行  島根中央借用金庫  いすも農業協同集8告  島根銀行  

岡 山  中匡l銀行   トマト銀行  吉備信用金庫  笠岡信用組合  玉島信用金庫  お力＼やま借用金庫  備前信用金庫  

広 島  広島銀行  広島みどり信用金庫  もみじ銀行  広島信用金庫  

山 口  山口銀行   西京銀行  しまなみ借用金庫  

徳 島  阿波銀行   徳島銀行  

香 川  百十四銀行   香川銀行  高松信用金庫  

愛 媛  伊予銀行   愛媛銀行  愛媛信用金庫  

高 知  四匡l銀行   高知銀行  幡多信用金庫  

福 岡  福岡銀行  西日本シティ銀行  福岡ひびき信用金庫  筑邦銀行  遠賀信用金庫  

佐 賀  佐賀銀行  佐賀共栄銀行  

長 崎  十八銀行   親和銀行  

熊 本  肥後銀行  熊本ファミリー銀行  熊本県信用組合  熊本第一借用金庫  

大 分  大分銀行  大分県信用組合  大分みらい信用金庫  

宮l埼  宮崎銀行  宮崎太陽銀行  

鹿児島  鹿児島鋸行  奄美大島借用金庫  奄美信用組合  南巳本銀行  鹿児島相互信用金庫  

沖 縄  琉球銀行   沖縄銀行  沖縄海邦領行  

その他  信金中央金庫  商工組合中央金庫  

合 計   254機関   
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（参考資料3）  

社会福祉施設職員等退職手当共済事業  

○社会福祉施設職員等退職手当共済事業給付糞補助金  
（21年度予算額）  （22年度予算額（案））  

25，922，887千円 → 25，617，137千円  

（△305，750千円【△1．2％】）  

【要 旨】  

社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和36年法律第155号）に基づき、民間   

社会福祉施設の職員及び特定社会福祉事業（児童自立生活援助事業等）に従事する職員   

等が退職した場合の当該退職職員に対する退職手当金の支給を行うものである。  

【事業の概要】  

1 実施主体   

2 事業開始   

3 対 象 者  

独立行政法人福祉医療機構   

昭和36年10月   

社会福祉法人が経営する社会福祉施設又は特定社会福祉事業  

（児童自立生活援助事業等）に従事する職員及び当該社会福祉法人が  

経営する社会福祉施設等以外の施設・事業（以下、「申出施設等」  

という。）に従事する職員。  

※18年度より、介護保険制度対象の高齢者関係の施設・事業の   

職員について「特定介護保険施設等」として定義。  

賦課方式  

共済契約者と国、都道府県の三者均等負担  

（共済契約者1／3、国1／3、都道府県1／3）   

※ ただし、特定介護保険施設等、申出施設等については共済  

契約者3／3負担  

4 財政方式   

5 支給財源  

計算基礎額×被共済職員期間×支給率   

1  

退職前6か月間の本俸月額の平均額を基準として定める  

62，000円から360，000円までの20段階の区分した額  

6 退職手当金  

7 平成22年度予算案  

・（1）給 付 総 額 89，910，261千円→90，853，890千円（ 943，629千円1．0％）  

（2）補助金算定対象額  

（3）国 庫 補 助 額  

（4）給付予定人員  

（5）給付平均単価  

了了，了68，661千円 →了6，851，411千円（△ 917，250千円△1．2％）  

25，922，887千円 →25，617，137千円（△ 305，750千円Al．2％）  

了5，120人 →   了4，480人 （△  640人 血0．9％）  

1，197千円 －→   1，220千円（  23千円1．9％）  
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平成22年1月未現在  
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平成21年度介護福祉士等修学資金貸付事業実施状況  

平成22年1月末現在  

貸付校数（校）  貸付決定人員（人）  貸付決定金額（千円）  

計   介護福祉士  社会福祉士   計   介護福祉士  社会福祉士   計  介護福祉士  社会福祉士  
養成施設  養成施設  養成施設  養成施設  養成施設  養成施設   

北海道   37   32   5   347   302   45  248，638  218，798  29，840   

青森県   8   8   0   40   40   0  30，470  30，470   0   

岩手県   4   4   0   50   50   0  40，000  40，000   0   

宮城県   ‖   10   108   107   口  82，765  81，965   800   

秋田県   3   3   0   22   22   0  16，810  16，810   0   

山形県   8   7   17   16   口  12，180  11，380   800   

福島県   10   8   2   20   18   2  12，100  11，100   1，000   

茨城県   14   14   55   52   3  42，860  40，700   2，160   

栃木県   9   9   0   58   58   0  43，600  43，600   0   

群馬県   26   23   3   94   90   4  73，200  70，400   2，800   

埼玉県   19   12   10   114   93   21  79，760  66，350  13，410   

千葉県   25   20   5   87   76   皿  69，496  59，496  10，000   

東京都   0   0   0   0   0   0   0   0   0   

神奈川県   21   15   6   147   123   24  111，600  92，720  18，880   

新潟県   15   12   3   79   74   5  53，770  50，060   3，710   

富山県   7   7   0   21   21   0  16，800  16，800   0   

石川県   7   7   0   39   39   0  28，450  28，450   0   

福井県   7   5   2   26   24   2  18，600  17，900   700   

山梨県   3   3   0   0   8，100   8，100   0   

長野県   20   18   2   93   91   2  了2，了40  了1，640   1，100   

岐阜県   20   16   4   87   80   7  67，038  62，338   4，700   

静岡県   10   10   0   156   156   0  123，000  123，000   0   

愛知県   26   22   4   213   174   39  166．300  137．600  28，700   

三重県   14   12   3   30   26   4  23，420  20，800   2，620   

滋賀県   6   6   0   40   40   0  32，000  32，000   0   

京都府   21   17   4   71   67   4  54，956  52，060   乙896   

大阪府   32   26   6   134   97   37  101，260  74，800  26，460   

兵庫県   19   14   5   119   92   2了  85，760  68，070  17，690   

奈良県   4   4   0   24   24   0  19，600  19，600   0   

和歌山県   6   4   2   16   14   2  11，848  11，180   668   

鳥取県   4   4   0   15   15   0  11，110  11，110   0   

島根県   9   9   0   42   42   0  33，800  33，800   0   

岡山県   10   9   48   47   口  39．050  38，250   800   

広島県   17   15   2   106   92   14  79，870  69，500  10，370   

山口県   0   41   41   0  30，340  30，340   0   

徳島県   3   3   0   17   17   0  13，600  13，600   0   

香川県   6   6   0   29   29   0  24，000  24，000   0   

愛嬢県   4   4   0   27   27   0  21，400  21，400   0   

高知県   5   3   2   20   18   2  16，000  14，400   1，600   

福岡県   33   30   3   123   ‖8   5  98．332  95，032   3，300   

佐賀県   9   5   4   38   33   5  28，400  25，000   3，400   

長崎県   7   7   0   30   30   0  21，150  21，150   0   

熊本県   12   ＝   44   38   6  30，810  26，450   4，360   

大分県   5   4   28   23   5  23，800  18，800   5．000   

宮崎県   7   6   51   49   2  40，850  38，850   2，000   

鹿児島県   10   8   2   51   48   3  38，960  37，000   1，960   

沖縄県   5   4   28   24   4  24，000  20，000   4，000   

合計   569   487   87   3，056   2，768   288  2．322，593  2，116，869  205，724   

※「貸付校数」には、重複している養成施設を含む。  
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平成21年度福祉・介護人材確保対策事業の実施状況（障害者自立支援対策臨時特例交付金）  

44  大分県   5  3  3  30  1  37  2  77  

45  宮崎県   7  5  2  

46  鹿児島県   3  3  5  2  3  80  3  30  16  

47  沖縄県   4  

計  333  199     152    146    216     6，797    16    4，981   45116，477  35   806   

※平成22年1        月  末  現在において、把握          できている数       値を計上   
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39  高知県   2  287  5   382  25  25   

40  福岡県  12   520  

41  佐賀県  30  

42  長崎県   292  24   672  52   10   28   14   

43  熊本県   16  1，791  47   3，694  29   10   18   

44  大分県   36  5   180  

45  宮崎県   13  390  13   390  

46  鹿児島県   54   50  76   160  14  14   

47  沖縄県  0  0  

計  881  42，506  134  5，891  1，881   78，458  1，609   47   424   1，138   
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複数事業所連携事業  

3  岩手県  4   4   

4  宮城県  6  

5  秋田県  34  2  

6  山形県   32   4  95  10  241  34  

7  福島県  10  

8  茨城県  10   30  3  

9  栃木県  18  2  

10  群馬県  5  

Ⅷ  埼玉県  98  

12  干葉県  5   15  2  

13  東京都  0  0  

14  神奈川県  185  32  

15  新潟県  5  

16  富山県  

17  石川県  53  5  

18  福井県  123  9  

19  山梨県  10  2  

20  長野県   33   3  31   3  214  22  

21  岐阜県   14   2  9   98  9  

22  静岡県  58  9  

23  愛知県  20  4  

24  三重県   17   3  51  9  

25  滋賀県  135  15  

26  京都府  4   100  10  

27  大阪府  13   263  36  7  

28  兵庫県  255  39  

29  奈良県  8  13   

30  和歌山県  64  8  

31  鳥取県  

32  島根県   12   24  2  

33  岡山県  

34  広島県  55  4  46   4   

35  山口県  33  5  

36  徳島県  

37  香川県  10  

38  愛媛県  18  3  

39  高知県  

40  福岡県  

41  佐賀県  32  4  

42  長崎県  10  2  

43  熊本県   30   3  153  19  

44  大分県  61  10  

45  宮崎県  

46  鹿児島県  29  4  

47  沖縄県  

計  138  16  183  20   5   2   3，502  422  84   10   
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